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ローカルベンチマークの目的（共通言語・事業性評価の入口としての機能）

⚫ 企業と支援機関、支援機関同士が、同じ目線・枠組みで対話を行う「共通言語」としての機能を目指す。

⚫ ローカルベンチマークに掲載されている項目は企業の状態を把握するために押さえておくべき基礎的項目が中
心であり、関係者が同じ目線で対話を行うための基本的な枠組、あるいは事業性評価の「入口」として活用さ
れることが期待される（一度ロカベンを作成しておけば、企業・金融機関・支援機関全員が活用可能）。

ローカルベンチマークの内容

企業

金融
機関

士業
関係者

支援
機関

企業

金融
機関

士業
関係者

支援
機関

対話の「共通言語」として

ロカベンの活用

企業と支援機関、支援機関同士が、
同じ目線・枠組みで対話を行うことが可能
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第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の閣議決定

⚫ 政府が地方公共団体と一体となって、地方創生の深化に取り組むため、目指すべき将来や、
2020年度を初年度する今後５か年の目標や施策の方向性等を取りまとめたもの。

⚫ 「地域企業を応援するための総合支援体制の整備・改善」といったカテゴリーのなかで、ローカ
ルベンチマークを活用した支援の高度化等について記載。

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（２０２０改訂版）抜粋
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〈参考〉ローカルベンチマークの普及拡大に向けたこれまでの取組

「ローカルベンチマーク活用戦略会議」を11回開催し、メンバーである金融機関、支援機関、中小企業関連等の
各種団体、有識者、士業関係が中心となった普及活動やそれら関係者に加え、オブザーバーである関係省庁とと
もに、ローカルベンチマークの普及拡大に向けた取組や改善に向けた議論を行ってきている。

「ローカルベンチマーク活用戦略会議」

金融機関における取組

・会計システムにロカベ
ンを実装

・事業承継や金融機関と
の連携においてロカベ
ンを活用

・中小企業等経営強化法
の申請（経営力向上計
画）策定にロカベンを
活用

・中小企業診断士の更新
時に受講する研修メ
ニューへの組み込み

・全国会議でチラシ等を
用いた周知

・ロカベン・ガイドブッ
クセミナーの開催

支援機関等における取組 政府における取組士業における取組

・事業性評価シートをロ
カベンを基に作成

・ロカベンを活用した人
材育成

・ロカベンでの対話を入
口として融資等に繋げ
た実績

・金融仲介機能のベンチ
マークの項目として
ロカベンを設定

・表彰制度や評価基準へ
の組み込み

・ロカベン・ガイドブッ
クセミナーの開催

・金融仲介機能のベンチ
マークとして活用推進

・中小企業等経営強化法、
事業承継ガイドライン、
RESAS、プレ４０５
事業、地域未来投資促
進法等との連携

・IT導入補助金や事業再
構築補助金との連携

・経営者保証ガイドライ
ン、経営デザインシー
トとの連携

・民間サービスとの連携
・中小企業支援プラッ
トーフォームとの連携

・ガイドブック（企業編
／支援機関編）の作成

・経営指導員向けの研修
での周知やHPへの掲示

・地域金融機関の職員を
対象としたロカベンを
含む研修の実施

・ミラサポの持続化補助
金申請時の現状分析
で、経営指導員がロカ
ベンを活用

・中小企業団体による若
手経営者向け企業独自
のロカベン活用セミ
ナーを実施

・ロカベン・ガイドブッ
クセミナーの開催



5

金融機関におけるローカルベンチマークの認知度と活用状況の推移

⚫ 経済産業省「企業の多様な資金調達手法に関する実態調査」（2016～2021年度、
金融機関向け調査）では、金融機関におけるローカルベンチマークの認知度（内容をよ
く知っている、聞いたことがある）は高水準に達している。

⚫ また、ローカルベンチマークの活用状況をみると、活用検討中が大幅に減少し、約4割の
金融機関で活用が進んでいる状況。
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金融機関におけるローカルベンチマークの認知度

⚫ 最新の金融機関向けアンケート調査では、ローカルベンチマークの認知度は「内容をよく
知っている」、「聞いたことがある」を合わせて90％を超えており、業態を問わず高水準の
認知度となっている。
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
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「ローカルベンチマーク」という言葉自体

初めて聞く

図1．ローカルベンチマークの認知度（％）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

1 都市銀行、信託銀行

2 地方銀行

3 第二地方銀行

4 信用金庫・信金中央金庫

5 信用組合

6 政府系金融機関

7 系統金融機関

8 その他

図2．ローカルベンチマークの認知度（業態別）

内容をよく知っている 聞いたことがある 「ローカルベンチマーク」という言葉自体初めて聞く
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金融機関におけるローカルベンチマークの活用状況①

⚫ ローカルベンチマークの活用状況については「活用している」と回答した金融機関が４割
程度であり、2020年度とほぼ同水準。

⚫ 業態別では、特に第二地方銀行・信用金庫等において活用度合いが高い。
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図3．ローカルベンチマークの活用状況（％）
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図4．ローカルベンチマークの活用状況（業態別）
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金融機関におけるローカルベンチマークの活用状況②

⚫ 活用目的としては「事業性評価の入口として活用している」（76.1％）が最多で、「企
業との対話のツールとして活用している」（66.8%）という回答も多かった。

⚫ 活用している金融機関の中で、活用方法についてはローカルベンチマークを「そのまま活
用している」（66.5％）が最多となった。また、支援機関との共有状況は「共有されて
いない」（60.4％）が最多となった。

4.4

5.0

29.6

60.4

0.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

活用している取引先のうち概ね2/3以上共有

活用している取引先のうち概ね半分程度共有

活用している取引先のうち概ね1/3以下共有

共有されていない

その他

図7．ローカルベンチマークの支援機関との共有状況（％）
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カスタマイズして活用している

そのまま活用している

その他

図6．ローカルベンチマークの活用方法（％）
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66.8

76.1
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39.5

27.8

14.1

24.4

29.3

19.5

6.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

企業との対話のツールとして活用している

事業性評価の入り口として活用している

企業の評価ツールとして活用している

融資や投資判断の稟議書の添付資料として活用している

職員の教育ツールとして活用している

訪問管理ツールとして活用している

企業への各種施策等の情報提供の一つとして活用している

企業の企業価値向上や生産性向上支援のきっかけとして活用して

いる

業績評価項目の一部に組み入れられている

その他

図5．ローカルベンチマークの活用目的（％）

2021年度 2020年度
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金融機関におけるローカルベンチマークの活用状況③

⚫ ローカルベンチマークを「活用しない」と回答した金融機関のうち、活用しない理由につい
ては「既存のツールを活用すれば問題ない」（61.1％）が過半数をしめ、「ツールを活
用しなくても、十分に企業と対話できている」（24.3％）、「そもそもローカルベンチマーク
について理解が進んでいない」（18.6％）となった。

24.3

61.1

7.5

4.9

14.6

6.6

18.6

3.5

7.5 

10.6 
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ﾂｰﾙを活用しなくても､十分に企業との対話ができているため

既存のﾂｰﾙを活用すれば問題ないため

活用したが､うまく業務に落とし込むことができなかったため

企業の定性面をどのように評価すればよいか良く分からないため

他の金融機関や支援機関でどれくらい活用されているか不明なため

どのように活用すればよいかわからないため

そもそもﾛｰｶﾙﾍﾞﾝﾁﾏｰｸについて理解が進んでいないため

ﾋｱﾘﾝｸﾞ能力に不安があるため

ﾛｰｶﾙﾍﾞﾝﾁﾏｰｸｼｰﾄの作成に時間がかかるため

その他

図8．ローカルベンチマークを活用しない理由（％）

2021年度 2020年度
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支援機関におけるローカルベンチマーク活用実態調査①

⚫ 支援機関におけるローカルベンチマークの認知度は９割を超える。

⚫ 業態別の活用状況をみると、商工会議所や商工会においては６割近くが「活用している」と
回答しており、「活用を検討している」を含めると８割程度にまで上る。
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ローカルベンチマークの認知度（業態別）

内容をよく知っている 聞いたことがある 「ﾛｰｶﾙﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ」という言葉自体初めて聞く
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ローカルベンチマークの活用状況（業態別）

活用している 活用を検討している 活用しない

（委託先：株式会社帝国データバンク）

（注）令和3年度委託調査において、商工会議所や商工会、認定経営革新等支援機関
向けにアンケートを実施し、約1,600件の回答を得た（金融機関は除く）。
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支援機関におけるローカルベンチマーク活用実態調査②

⚫ ローカルベンチマークを活用して解決したい経営課題としては、「補助金申請」のほか、「収益
性向上」、「売上・シェア拡大」といった回答が多かった。

⚫ 「どのような制度やツール等があればローカルベンチマークを活用したいか」という質問に対して
は「補助金申請時の申請書類への転用」という回答が最も多かったが、ロカベンシートの改良
を求める回答も見られた。
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どのような制度やツール等があればローカルベンチマークを活用したいと思うか（％）

（委託先：株式会社帝国データバンク）
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＜令和３年度の取組＞セミナー・ロカベン塾開催

⚫ 周知を強化する観点から、支援機関・金融機関、企業向けにガイドブックを活用したセミ
ナーを実施。

⚫ また、地域毎のロカベン推進企業を増やす目的で、ロカベンを題材とした社内ディスカッショ
ン・イベントを開催した。

（２）企業向けセミナー

地域未来牽引企業向けに２回開催

（１）支援機関・金融機関向けセミナー

各全国組織の協力により開催
Ⅰ．周知

Ⅱ．地域毎の
ロカベン推進
企業の増大

（３）ロカベン塾（ロカベン題材の社内ディスカッション）

・対象：（２）のセミナーでロカベン活用に興味を持った企業。
・内容：半日のセミナーを２回開催。ロカベンシートを作成。
・講師：ロカベンの有識者
・参加企業：関東１企業、九州２企業。1企業２～5名程度の職員が参加。
・運営：コロナの影響もあり、オンラインで実施。
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〈参考〉支援機関・金融機関向けセミナー

⚫ 令和2年度、ローカルベンチマークの普及・促進に向けて、企業・支援機関向けのガイド
ブックを作成。企業との対話に慣れていない支援機関・金融機関が、ロカベンを活用して
企業の強み・弱み等の非財務情報を深掘りできるようになることを企図。

⚫ 一連のセミナーでは、ロカベン有識者を講師に招きつつ、ガイドブックを参考にしたロカベン
指導に関するセミナーや、活用事例を紹介した（オンライン開催）。

支援機関向け 金融機関向け

講師 参加者

日本商工会議所
森下 勉

（中小企業診断士）
商工会議所経営
指導員：約120名

日本弁理士会
及川 朗

（中小企業診断士）
弁理士：176名

公認会計士協会
森 俊彦

（一般社団法人日本金融
人材育成協会会長）

公認会計士：
約340名

全国中小企業団体
中央会

森下 勉
（中小企業診断士）

中央会職員：
134名

講師 参加者

全国銀行協会

水野 浩児
（追手門学院大学教授）

29行

地方銀行協会 40行

第二地方銀行協会 28行

全国信用金庫協会 約200金庫

全国信用組合中央
協会

73組合

財務局担当者も参加
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〈参考〉企業向けセミナー

⚫ コロナ禍において、各企業は自社の現状の適確な認識が急務。ロカベンは企業の「健康
診断ツール」として有効であるが、企業の認知度は低く、一層の認知度向上が必要。

⚫ 昨年度は、地域経済への波及効果が大きいと期待される地域未来牽引企業を対象に
開催した。地域コミュニティにおけるロカベンの認知度向上・一層の普及を期待。

ロカベン企業認知度

地域未来牽引企業・加点項目

企業向け
講師 参加者

地域未来牽引企業
黒澤 元国

（中小企業診断士）
約80社

地域G･経産局担当者も参加

（出所）平成３０年度産業経済研究委託事業（ローカルベンチマーク活用促進に
向けた取組、企業の多様な資金調達手法の現状・課題及び企業のFintech活用の
現状・課題の調査）

30.7%

21.1%

48.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

使っている・または使ったことがあ

る

使ったことはないが、今後使ってみ

ようと思う

使っていない

図1．ローカルベンチマークの認知度（％）

13.5%

86.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

知っている

初めて聞く

図1．中小企業におけるローカルベンチマークの認知度（％）

図2.ローカルベンチマークを知っている中小企業における利用度（％）



①ロカベンの基本説明

②｢商流｣･｢業務フロー｣に関する取組
✔顧客から選ばれている理由等の整理

③｢４つの視点｣に関する取組
✔４つの視点の整理と課題の抽出等

④まとめ
✔課題･アクションプランの決定等
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〈参考〉ロカベン塾

⚫ 「（２）企業向けセミナー」に参加し、ロカベン活用に興味を持った企業を対象に、ロカ
ベンを活用した社内ディスカッションを促して、ロカベンシートを作成するロカベン塾を開催。

⚫ ３企業が参加。コロナの影響のためオンラインで２日間開催。講師はロカベン有識者。

B社
２名

A社
５名

C社
３名

企業経営の「見える化」、現状把握を行うことで経営者に「気づき」を与え、経営改善を促進

※各社とも経営者が参加

ロカベン有識者 ロカベン有識者ロカベン有識者

社内議論を促し、企業経営の「見える化」を行い、
現状把握を行うことで経営者に「気づき」をもたらす

実施形式 実施内容

〈参加企業の声〉
✓ ワークの中では 業務フローが最も学びが多かった。仕事の受注から
納品まで、何を大事にしているか普段考えない所を職員と話し合って
共有できたことが良かった。

✓ 今後については、事業所の弱みを再確認できたので、取組みや時期、
担当者を決めて確実に行っていきたい。

１日目

２日目

※半日ずつ実施



16

＜令和３年度の取組＞ローカルベンチマークを活用した支援事例の収集

⚫ 支援機関向けアンケート調査結果を基に、ローカルベンチマークを活用した企業支援事例を
収集。経営の見える化を始め、事業計画策定や売上増・販路開拓、補助金等の申請など、
多岐にわたる支援においてローカルベンチマークが活用されていることがわかった。

⚫ 有効事例をピックアップし、経済産業省HPにて公開済。

（委託先：株式会社帝国データバンク）（注）ハイライトしているものはHPに掲載済みの案件
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＜令和３年度の取組＞地域支援ネットワークのモデル事例構築

⚫ ローカルベンチマークがステークホルダー間の「共通言語」としての機能したモデル事例を構築。
※支援機関：御前崎市役所（静岡県）、御前崎商工会、地域金融機関２機関
参加企業：地域企業３社（石川事務所、合同会社ライフスタイル企画、株式会社オミプランテック）

⚫ 社内ディスカッションや支援機関との対話を基に各社がローカルベンチマークシートを作成。
作成したシートに基づき支援機関同士が連携して企業への提案を行い、企業自身も経営
改善に向けた取組を実施（現在進行形）。

ローカルベンチマークのワーク・発表の様子 実際に作成したローカルベンチマークシート（石川事務所）

（委託先：株式会社帝国データバンク）
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＜令和３年度の取組＞HPのリニューアル①

⚫ 利便性向上やイメージ刷新のため、経済産業省HPをリニューアル。

従来 リニューアル後

ポジティブな印象を与えら
れるよう、ロゴデザインや
キャッチフレーズを変更。

閲覧性向上のため、
カテゴリーごとに
ページを分解。



19

＜令和３年度の取組＞HPのリニューアル②

⚫ 作成ガイドのページでは、令和２年度に作成したガイドブックを公開。

⚫ 活用事例のページでは、これまでに収集した事例を、活用成果などが分かるよう一覧化
して紹介。

活用成果を記載。

企業編

支援機関編
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＜令和３年度の取組＞財務分析シートのバックデータ収集

⚫ 現行版のローカルベンチマークシートで利用されている財務分析データは、2014年度から
2016年度の期間における約10万社の決算書を基に作成。

⚫ 今般、新型コロナウイルス感染症が企業の決算書に大きな影響を与えていることを受け、過
年度データとの連続性等を勘案し、2019～2021年度のデータにてローカルベンチマークシー
トを更新予定。

⚫ なお、 2017～2019年度（コロナ渦以前）、2020～2021年度（コロナ渦以降）の
データも分析の参考として収集。

（委託先：株式会社帝国データバンク）

（参考）「製造業_食料品・飼料・飲料製造業_中規模事業者」における「売上増加率」の閾値
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＜新たな施策連携＞経営力向上計画 （中小企業等経営強化法）

⚫ 経営力向上計画の新規申請に当たっては、ロカベンの財務分析を活用して自社の経営
状況を分析し、その結果を記述することになっている（令和３年８月2日～運用）。

(参考) 中小企業庁HPの「経営力向上計画策定の手引き」 より一部抜粋
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＜新たな施策連携＞ 各種ガイドラインとの連携

⚫ 「事業承継ガイドライン（第３版）」（令和４年３月改訂）、「中小PMIガイドライン」
（令和４年３月策定）、「伴走支援の在り方検討会報告書」（令和４年３月）な
どにおいて、“経営の見える化ツール”としてローカルベンチマークを推奨。

(参考) 中小企業庁HPより抜粋
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＜今後に向けた論点＞ローカルベンチマークを活用した伴走支援の実施

⚫ 経営環境の変化が著しく、将来を見通すことが困難な時代においては、事業者自身が
自社の現状を適切に把握することは勿論のこと、支援機関（金融機関を含む）が事
業者に寄り添って事業者とともに進むべき道を描いていくことが肝要。

⚫ コロナ関連融資の返済が本格化するなか、今後の返済見通しについて「返済に不安」と
回答した企業が１割程度存在するという調査結果もあり、「将来の返済見通しを立た
せる」といった観点でも、近時における伴走支援の重要性は高まっている。

⚫ 事業者と支援機関の対話ツールであるローカルベンチマークの活用を促進することで、
支援機関による伴走支援の取組を推進できないか。

（出所） 帝国データバンクが実施した「新型コロナ関連融資に関する企業の意識調査」（令和4年3月）抜粋
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〈参考〉中小企業庁が示す「経営力再構築伴走支援モデル」

⚫ 中小企業庁が取りまとめた「伴走支援の在り方検討会報告書」においても伴走支援の
重要性について言及しており、①対話と傾聴、②内発的動機付け（経営者の「自走
化」）、③自由な手法による支援、といった要素をベースに、「経営力再構築伴走支援
モデル」と称した支援モデルを示している。
※支援ツールの一例としてローカルベンチマークを紹介。

（出所）「伴走支援の在り方検討会・概要資料」抜粋
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＜今後に向けた論点＞ローカルベンチマークを活用したDX／SDGsの取組促進

⚫ 単なる経営力の強化のみならず、DXやSDGsといった新たな課題への対応も求められて
きており、対応が遅れれば市場から淘汰されてしまうリスクも存在。

⚫ ところが、中小機構が全国の中小企業経営者等に対して実施したアンケートにおいて、
DXの取組状況として「既に取り組んでいる」と回答した経営者等は、1割を切る水準
となっており、SDGsの取組状況として「現在すでに取り組んでいる」と回答した経営者
等についても、１割程度という結果が出ている。

⚫ ローカルベンチマークの活用により自社の立ち位置を把握することで、中小企業等によ
るDXやSDGsの取組を促進できないか。

（出所）中小機構による「中小企業のDX推進に関する調査 アンケート調査報告書」
（令和4年5月）抜粋

（出所）中小機構による「中小企業のSDGs推進に関する実態調査 アンケート調査報告書」
（令和4年3月）抜粋
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〈参考〉 DX／SDGsに関する各種補助施策等

⚫ 既存事業においては、例えば「ものづくり補助金」や「事業再構築補助金」、「IT導入補
助金」など、中小企業等のDX／SDGsに関する取組を支援する制度が存在。

＜ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金＞

(参考)ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
公募要領（１１次締切分）より一部抜粋

(参考) 事業再構築補助金公募要領（第７回）より一部抜粋

＜事業再構築補助金＞

＜IT導入補助金＞

(※1)消費動向等分析経費のクラウド利用料は、１年分が補助対象となります。
(※2)交付の額が50万円超の場合の補助率は、当該交付の額のうち50万円以下の金額については3/4、50万円超の金額については2/3。
(※3)（独）情報処理推進機構（IPA）「ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨお助け隊ｻｰﾋﾞｽﾘｽﾄ」に掲載されたサービス

通常枠 デジタル化基盤導入枠 セキュリティ
対策推進枠A類型 B類型 デジタル化基盤導入類型 複数社連携IT導入類型

補助額

30万円
～

150万円
未満

150万円
～

450万円
以下

会計・受発注・
決済・ECソフト

PC・
タブレット等

レジ・
券売機等

(1)デジタル化基盤導入類型の
対象経費（左記同様）

(2)消費動向等分析経費
（上記(1)以外の経費）※１

50万円×参画事業者数
補助上限：
(1)+(2)で3,000万円

(3)事務費・専門家費
補助上限：200万円

5万円
～

100万円

５万円
～

50万円
以下

50万円超
～

350万円

～10
万円

～20
万円

補助率 1/2以内 3/4以内 2/3以内
(※2)

1/2以内
(1)デジタル化基盤導入類型と同様

(2)・(3) 2/3以内
1/2

補助
対象
経費

ソフトウェア購入費、
クラウド利用料
(最大1年分)、
導入関連費

ソフトウェア購入費、クラウド利用料(最大2年分)、導入関連費、
ハードウェア購入費

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｻｰ
ﾋﾞｽ利用料
(最大2年分)
（※3）
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今後の取組方針案

現状（事業再構築・伴走支援の重要性）

・新型コロナウイルス感染症の影響で、企業の経営環境や資金繰り状況が急激に変化。
・企業では、事業再構築やコロナ渦で増加した債務への対応が今後の課題であり、前提となる「現状把握」の重要性が高まっている。
・支援機関では、中企庁より「経営力再構築伴走支援モデル」が提唱されているように、経営者との「対話」を通じた信頼の醸成と、
本質的な課題の掘り下げ、内発的動機付けを通じた経営者の「自走化」に資する支援が求められている。

・支援の有力な一ツールとして、ロカベン（特に企業がどのような強みをもつかの非財務部分）の活用を推進する必要がある。

⚫ アフター・コロナに向けて、企業側では事業再構築やコロナ関連融資への対応が課題。支援者側
では、これら課題解決に向け、企業に伴走して、確りと支援を行うことが一層求められていると認識。

⚫ 今回会議では、今次局面におけるロカベンの活用法や、今後の具体的なアクションについてご意見
を伺いたい。

普及セミナーの開催

・ガイドブックを活用した経営分析・経営支援を行う
ことができるように、

①企業向け ②支援機関向けにセミナーを開催

普及に向けた昨年度の施策

継続的なセミナー開催

・中企庁や経産局等と連携しつつ、ニーズに応じて地域
単位でのセミナー開催等を検討

地域支援ネットワークのモデル事例構築

・ローカルベンチマークがステークホルダー間の「共通言語」
として機能したモデル事例を構築

・ロカベン塾（ロカベン題材の社内ディスカッション）を開催

施策との連携

・複数の中小企業政策と連携し、ロカベン財務６指標
の使用や、ロカベンによる提出資料代替可などを設定

・様々な施策と連携しているが、直近では【経営力向
上計画】と連携

経営環境の変化

新型コロナウィルス感染症

デジタル化 ／ グローバル化

人口減少、内需縮小、多様化

環境・エネルギー、SDGs/ESG今後の取組方針案

中企庁との更なる連携

・伴走推進室との連携を強化
・各種施策との継続的な連携に向けた取組を推進

その他必要な施策検討

・ロカベンシートについて、財務分析ツールのバックデータ
を更新するほか、ESG/SDGｓへの対応可能性を検討

・ミラサポplusについて、BIチャートの常時表示化や入力済
の財務計数の画面表示等



問①

各団体（業界）における、ローカルベンチマーク等を活用した、企業が経営状況の現状把握をする
ための取組や、現状把握をする際の課題についてお聞かせください。

⚫ ローカルベンチマークの普及・促進に向けた活動を進めていくにあたり、本日は下記問いに
対して委員の皆様からご意見をいただきたい。

本日ご意見頂きたい事項

問②

過年度まで、ローカルベンチマークの普及を目的として、ガイドブックの作成や企業向け・支援機
関向けセミナーの開催など様々な取組を行ってきましたが、今後更なる活用促進に向けてどのよう
な取組を行っていくべきか、ご意見をお聞かせください。
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問③

「今後に向けた論点」として記載した伴走支援やＤＸ／ＳＤＧｓ対応におけるローカルベンチマー
クの活用について、ご意見をお聞かせください。
（例）

• 中小企業（零細企業含む）への伴走支援における、ローカルベンチマーク活用にあたって
の留意点や一層活用していただくにあたっての普及策

• ＤＸ／ＳＤＧｓ対応に向けたローカルベンチマークの改善点（ツール自体の改修を含む）




